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土木研究所 水災害・リスクマネジメント国際センター

・ユネスコの後援によるカテゴリーⅡセンターとして
2006年3月6日に設立

政策研究大学院大学
防災学プログラム
修士課程・博士課程や
JICA短期研修を担当

今までに45ヵ国1000人
以上の研修生を輩出

氾濫解析・リスク評価技術
の無償提供・現地実践

(略称:ICHARM)

IFI Members

国際洪水イニシア
ティブ(IFI)の
事務局として活動

革新的研究

能力開発
情報
ﾈｯﾄﾜｰｸ
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アイチャーム



近年の状況変化

～自然環境～
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2015 関東・東北豪雨 2016 台風第7・9・10号(2) 2017 九州北部豪雨 (3)

2018 平成30年７月豪雨(4) 2019 令和元年東日本台風(5) 2020 令和2年7月豪雨 (6)

写真の出典：国土交通省(1, 3, 4, 6) 、国土地理院 (2, 5)

平成21年から30年までの10年間に、
 全国の市町村の約97%で１回以上の水害が発生
 半数以上（56.6%）の市町村で、10回以上もの水害が発生
 一度も河川の氾濫などによる水害が起きていない市町村は、わずか2.8% 

（48市町村）に過ぎない。 出典：内閣府（防災担当）市町村のための水害対応の手引き（R2.6)

全国的に頻発する水災害

最近の事例：
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頻発する雨量観測記録の更新

5

平成30年7月豪雨災害

アメダス観測所等（約1,300地点）のうち
観測史上1位を更新した地点：

24時間降水量：77地点
48時間降水量：125地点
72時間降水量：123地点

出典：平成30年7月豪雨の概要, 国土交通省, 
平成31年2月28日

令和元年東日本台風災害

観測史上1位を更新した地点：

6時間降水量：89地点、
12時間降水量：120地点
24時間降水量：103地点
48時間降水量：72地点

出典：令和元年台風第19号による被害等, 国土交通省,
令和元年11月22日



日本の気候変動

出典：気象庁：日本の気候変動2020
—大気と陸・海洋に関する観測・予測評価報告書—

https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/ccj/2020/pdf/cc2020_gaiyo.pdf



国土交通省 気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会
「気候変動を踏まえた治水計画のあり方」提言 （令和３年４月改訂）

気候変動の予測結果に基づき、治水の全体となる基本高水を設定するという大きな転換へ。

https://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/chisui_kentoukai/index.html 7



災害事象の4要素

外力の種類

外力の強度

影響範囲

継続時間

発生頻度

洪水を対象に、災害の激甚化で、対応が
どう違ってくるかを考えてみると・・・

降雨継続時間の増加
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豪雨

降雨強度・降雨量の増加

→構造物への影響・災害対応業務増大

→氾濫水量・浸水深の増大、

→被災自治体数の増加氾濫域の広域化

→氾濫水量の増大 →災害対応の長時間化

氾濫発生頻度の増加



近年の状況変化

～社会環境～
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科学技術の進展による多様な防災情報の提供

出典：防災気象情報に関する検討会 第2回検討会資料（令和4年3月14日）
https://www.jma.go.jp/jma/kishou/shingikai/kentoukai/bousaikishoujouhou/bousaikishoujouhou_kentoukai.html



情報のデジタル化

例）国土交通省 川の防災情報のページ 例）気象庁 危険度分布
（キキクル）

令和2年7月豪雨での
表示例
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総職員数も、技術職員数も減っている地方自治体

・

図の出典：社会資本整備審議会第22回メンテナンス戦略小委員会（第3期第4回）配付資料、2018.10

12

人口減少・高齢化に伴う地方自治体のマンパワー不足、
災害状況を判断できる技術職員も不足
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災
害

平成30年7月豪雨 令和元年台風第19号及び
前線による大雨

令和2年7月豪雨

死
者
数

263人
（2019.8.10時点
消防庁被害報第60報）

104人
（2020.4.10時点
消防庁被害報第66報）

86人
（2021.11.26時点）
消防庁被害報第57報）

年
代
別
構
成

高齢者（赤枠内）の割合：
平成30年7月豪雨：60.0%
令和元年東日本台風及び豪雨：65.1％
令和2年7月豪雨：82.1%
（注：年齢不明者を除いた割合）

凡例:

不明

令和2年・令和元年・平成30年の３つの災害での人的被害

筆者調べ
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注）災害関連死を含む
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過去の災害との比較

1978年以降の気象災害での死者数の発生状況

平成30年7月豪雨
(2018.7)

昭和57年7月豪雨と台風第10号
（長崎大水害）(1982.7)

令和2年7月豪雨
(2020.7)

令和元年台風第19号
及び前線による大雨
(2019.10)

消防庁「地方防災行政の現況」及び
各災害での被害報に基づいて分析

筆者調べ



情報を活用して、

命を守ることを最優先に判断し、

誰一人取り残すことなく伝え、

それぞれに最善を尽くしてもらう

必要なことは？
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防災情報の活用と各主体の役割

外力の観測・予測
（データ蓄積・リアルタイム

モニタリング等）

自然環境・社会環境
のデータ

（人口、建物、地形等）

防災情報の生産

自治体、管理者、
マスメディア

減災

防災情報の伝達

防災情報の受容

長・中・短期情報
リアルタイム情報

住民、ステーク
ホルダー

情報を活用して、命を守ることを最優先に判断し

誰一人取り残すことなく伝え

それぞれに最善を尽くしてもらう
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適時適切な避難情報の発令に向けて

～事例から考える10のポイント～
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＊近年の地方自治体刊行の災害対応検証報告書からいくつか
の事例を引用し、ご紹介させていただきます。報告書の公開
を通して、災害対応について考える機会を与えていただき、
御礼申し上げます。



水害対応ヒヤリ・ハット事例集

https://www.pwri.go.jp/icharm/special_topic/20200625_flood_response_collection_j.html日
英 https://www.pwri.go.jp/icharm/special_topic/20200625_flood_response_collection_e.html

公開：
2020年6月年以降

水害対応時に
職員が困ら
ないための
知恵袋



ヒヤリ・ハット事例から学び、事態を先読みする

ハインリッヒの法則 1

29 軽微な事故・災害

ヒヤリ・ハット（Near-miss）300

重大な事故・災害

Herbert William Heinrich (1929)

ヒヤリ・ハットの
定義

災害対応でのヒヤリ・ハット：
防災担当職員が「困る・焦る・戸惑う・迷う・
悩む」などの状況に陥る事例
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地方自治体による災害対応検証報告書の収集

ヒヤリ・ハット事象データベースの作成
（事象の概要・・経過・結果・原因・教訓）

典型的な事例と根本原因・対策の抽出

水害対応ヒヤリ・ハット事例集の作成・公表

分類

事例集(地方自治体編)の作成

2000以降の気象災害リスト（気象庁）

報告書を精読し、ヒヤリ・ハット事象を抽出

8カテゴリー、28の事例を掲載自治体職員が「困る・焦る・戸惑う・迷う・悩
む」等の状況に陥る事例を「災害対応ヒヤリ・
ハット事例」として新たに定義し、事例紹介。
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１．初動

2．本部運営

3. 庁内体制

4. 情報収集

5. 関係機関との連携

6. 警戒レベル4避難指示の発令

7. 情報伝達

8. 避難所等



事例

災害
概要

ヒヤリ・ハット（報告書からの抜粋）

類似
事例

教訓（左記の事例及び類似事例より）

留意事項

事例集（地方自治体編）P10-11
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関連するガイドライン等



事例集(コロナ対応編)

8つの分類カテゴリーに渡る
28の典型的な事例を冊子化 対象

ヒヤリ・ハット

対策

22

防災基本計画（令和3年5月版）



情報を活用して、

命を守ることを最優先に判断し、

誰一人取り残すことなく伝え、

それぞれに最善を尽くしてもらう

必要なことは？
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情報の活用

出典：防災気象情報に関する検討会 第1回検討会資料（令和4年1月24日）
https://www.jma.go.jp/jma/kishou/shingikai/kentoukai/bousaikishoujouhou/bousaikishoujouhou_kentoukai.html

加えて、市町村の各地区からも様々な情報が寄せられる。



令和4年度の新たな情報の展開：先読み その１

出典：今出水期から行う防災気象情報の伝え方の改善について（令和4年5月18日）
https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo03_hh_001112.html



令和4年度の新たな情報の展開：先読み その２

出典：今出水期から行う防災気象情報の伝え方の改善について（令和4年5月18日）
https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo03_hh_001112.html



事例１：山のような情報からのトリアージ
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事例集 P26



事例１：山のような情報からのトリアージ
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事例集 P26
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仕組み 情報収集や情報分析の専従班の設置

仕組み ホットラインや協定等の効果的な活用

仕組み 情報の一元管理と共有

スキル 職員の情報収集・整理スキルの向上

先読みできる
人材



ヒヤリ・ハット事例の根本原因

特性要因図：Fishbone Diagram
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ヒヤリ・ハット事例の根本原因

特性要因図：Fishbone Diagram

万全の備えは1日にしてならず!!
31

情報収集／分析の専従班

情報分類基準の設定

地理情報システム

一元管理システム

ホットライン 情報収取／分析の経験

関係機関と
の協定等

参集による
人員確保
（天候・計
画停電等）



事例２：鳴りやまない電話への対応

32

事例集 P28



事例２：鳴りやまない電話への対応
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事例集 P28
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仕組み 全庁的な電話対応体制の構築

仕組み 防災担当課は事務局・参謀機能に専念

全庁の意識を、平常
時モードから危機管
理モードに転換させ、
電話対応を防災担当
部署任せにせずに、
主体的に取り組むた
めの職員の意識改革
も重要。



ヒヤリ・ハット事例の根本原因

特性要因図：Fishbone Diagram
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回線の確保

全庁的な電話対策体制
段階的な人員配置
回線設置の体制

電話対応のスキル向上・訓練

部屋の確保

対応の訓練

参集による
人員確保
（天候・計
画停電等）

万全の備えは1日にしてならず!!

防災部門任せに
しない意識



事例３：デジタル化に伴う課題
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アクセスが集中して、情報システムが閲覧できないぞ！

・発災直後の通信障害により、県防災情報共有システムに接続できないなど、データ
通信が利用できなくなった。 （熊本県：令和2年7月豪雨における災害対応の振り返り、令和3年）

→対策（案）
・通話・FAXの多重化に加え、データ通信の多重化を図るなどの通信機能の強靭化を検討する。

・夜間、県のホームページにアクセスが集中し、福島県河川流域総合情報システムに
おいて県管理河川の水位情報が閲覧しにくい状況が発生した。

（福島県：令和元年台風第19号等に関する災害対応検証報告書、令和2年）

→対策（案）
・福島県河川流域総合情報システムのサーバーを強化するなど、県管理河川の水位等の
情報発信・洪水監視体制を強化する。

・風雨が強くなり河川の水位が上昇する中、利根川上流河川事務所が所管する水位予
測閲覧サイトはアクセスが集中し過度な負担がかかり、容易に閲覧できない状態とな

り、適時的確に情報を得ることができない状況が続いた。
（埼玉県加須市：令和頑年台風第19号対応検証報告書、P63、令和2年)

→対策（案）
・インターネット環境での閲覧を確保。アクセスする者や役割を予め定める。
・河川事務所等からの洪水予報等のFAXの受信機に受信確認ランプを設置。



情報を活用して、

命を守ることを最優先に判断し、

誰一人取り残すことなく伝え、

それぞれに最善を尽くしてもらう

必要なことは？
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岐阜県関市の平成30年7月豪雨災害の事例

■避難情報の発令基準：
「避難勧告等の判断・伝達マニュアル」の土砂災害編・浸水害編

■災害時の対応：
・土砂災害警戒情報が発表になった地域を地図上のメッシュ番号で特定し、
当該地域に避難勧告、避難指示を発令した。

・浸水害の場合は、避難勧告等の判断基準を設定している水位観測地点の水
位を注視し、避難勧告等を発令した。

■状況：
津保川の上流部は水位周知河川の区域外であり、上之

保地域の水位計では、避難判断の基準となる水位の設定
がなかったため、「津保川が氾濫し、既に浸水が始まっ
ている」という住民情報により避難情報を発令した。

このことは、雨の降り方が強かった板取・洞戸地域の災
害を警戒していたこと、水位計の避難判断に頼っていた
こと、そして、避難指示は、避難所を開設してからの避
難の呼びかけをしなければならないという３つの思い込
みが判断の遅れにつながった。

（岐阜県関市：平成30年7月豪雨の検証報告書、P30、令和2年) 38



岐阜県関市の平成30年7月豪雨災害の事例

■避難情報の発令基準：
「避難勧告等の判断・伝達マニュアル」の土砂災害編・浸水害編

■状況：
「津保川が氾濫し、
既に浸水が始まって
いる」という住民
情報により避難情報
を発令した。

（岐阜県関市：平成30年7
月豪雨の検証報告書、P30、
令和2年)
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①雨の降り方が強かっ
た板取・洞戸地域の災
害を警戒していた。

②水位計の避難判断に頼っていた。
しかし、津保川の上流部は水位周知
河川の区域外であり、上之保地域の
水位計では、避難判断の基準となる
水位の設定がなかった。

③避難指示は、避難所を開
設してからの避難の呼びかけ
をしなければならないという
思い込み



■状況：
津保川の上流部は水位周知河川の区域外であり、上之

保地域の水位計では、避難判断の基準となる水位の設定
がなかったため、「津保川が氾濫し、既に浸水が始まっ
ている」という住民情報により避難情報を発令した。

このことは、雨の降り方が強かった板取・洞戸地域の災
害を警戒していたこと、水位計の避難判断に頼っていた
こと、そして、避難指示は、避難所を開設してからの避
難の呼びかけをしなければならないという３つの思い込
みが判断の遅れにつながった。

（岐阜県関市：平成30年7月豪雨の検証報告書、P30、令和2年)

■対策：
・７月豪雨を受け、津保川上流部に県が設置した危機管理型水位計の水位情報を避
難判断材料に追加できるよう県と協議するとともに、避難判断マニュアルやタイム
ラインを見直す。

・雨雲レーダーによる降雨量の予測や水位計・降水量の監視、目視による河川の増
水監視、住民からの通報など総合的に整理し、避難情報の発令の適切なタイミング
を判断する。

事例４：判断材料となる情報・基準の不足

40



事例５：避難所開設と避難情報のタイミング事例集 P54
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事例５：避難所開設と避難情報のタイミング事例集 P54
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43

地域住民との連携仕組み

避難所開設を待たずに避難指示を発令仕組み

情報内容の住民理解の促進スキル
内閣府（防災）：
避難情報に関する
ガイドライン、
令和3年

「夜間・未明で
あっても、発令基
準例に該当する場
合は、躊躇なく警
戒レベル ４避難指
示を発令する。」



避難とは、「難」を「避」けること

内閣府防災情報：「避難行動
判定フロー」リーフレット
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事例６：想定外の機器損傷

45

事例集 P40



事例６：想定外の機器損傷
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事例集 P40

■近年の他災害
・異常洪水時防災操作に備えていたが、今回の豪雨では、判断の前提となる東沓部の水位計が
水没し機能しなかった。

（岐阜県：平成30年7月豪雨災害検証報告書、P55、平成30年)



情報を活用して、

命を守ることを最優先に判断し、

誰一人取り残すことなく伝え、

それぞれに最善を尽くしてもらう

必要なことは？

47



既存の論文等で指摘されている避難行動の阻害要因

注）「田中皓介・梅本通孝・糸井川栄一：既往研究成果の系統的レビューに基づく大雨災害時の住民避難の阻害要因の体
系的整理，地域安全学会論文集，No.29, pp.185-195，2016.11」に大原が加筆。

災害時の情報 住民の素養 生活・家庭環境
情報伝達手段の課題
（機器故障、画一的な手段）

災害イメージが困難な
情報内容

（具体性の欠如・画一的内容）

情報の不確実性による
行政の情報発信リスク

災害知識不足
（危険箇所・避難先

等）

水害・水防意識
の低さ

過去の災害経験 災害時要配慮者の存在

他人の行動

自宅残留の安
心・安全意識

家財保全行動

平常時のコミュニ
ティーの希薄さ

情報取得が阻
害される

避難が必要と判
断できない

避難の仕方がわ
からない

家にいても安全
と考える

避難したくても
できない

わがこと感の欠如

災害を適切に
イメージできない

自分は被害を受け
ないと考える

複
数
の
情
報
伝
達
経
路

危険度に応じ
た呼びかけ

高精度な予測技術

住民が適切な状況を
理解できる情報整備

空振りが許される
という認識下での
情報提供

防災教育・
ハザードマップ
活用

意
識
啓
発
活
動

地域
にお
ける
災害
伝承

コミュニ
ティー活動
による連帯
感の育成

要配慮者
をフォ
ローする
体制

自宅周辺の危険の周知

地域における避難誘導手段の確立

身近な
場所で
の安全
確保

避難の遅れ・不実行

平時からの被災時
対応行動の取り決め

防災
リー
ダー
育成

家財保全行動を考慮した情報
発令タイミングの検討
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認知

外的かく乱

基準 比較

行動

田中淳：自己統御モデルに加筆

①情報取得が阻害される

②避難が必要と
判断できない

③避難の仕方
がわからない

④家にいても
安全と考える

⑤避難したく
てもできない

プッシュ型情報とプル型情報の効果

・プッシュ型情報
（Push：受信者側の行動が不要)
防災行政無線・音声告知端末
緊急速報メール等

・プル型情報
（Pull：受信者側の行動が必要）：
テレビ、WEB等

ハザード
マップ
記憶
教育



水害の激甚化
に伴い、近年、
多発している

事例７：
万能では
ない防災
行政無線
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事例８：身近な情報の必要性

51

ポンプ場は動いているのかな？ 避難は必要なのかな？

・今回のような内水氾濫については、原則として、避難勧告等は発令せず、屋内
安全確保を避難行動としている。（中略） 内水が溢れているという情報、樋門
が全閉したという情報、ポンプ場が停止したという情報についても、市民に発信

されなかった。
（埼玉県川越市：台風第21号に対する初動対応にかかる内部検証報告書、平成30年）

近年、自治体によっては、樋門、ポンプ場の情報をWEBに公表している。

→対策（案）
・災害時における情報の不足は、市民の不安を増大させるのみならず、被災者の避難行動
を制約することにもつながりかねないものであることから、防災行政無線等を通じて、樋
門が閉じた情報や雨水ポンプ場排水ポンプが停止した情報、内水の情報は市民の不安解消
や避難行動の指針とすべく積極的に早期の段階で提供を検討すべきだった。



国土交通省推奨

Yahoo!防災速報
NHKニュース・防災
au災害対策

NTT docomo災害用
キット(2021年6月～)

事例９：
身近な声
の必要性



事例10：双方向コミュニケーションの避難情報

53

避難情報が出ているけど、私の地域は対象なのかな？

・水防計画書及び地域防災計画に基づき、避難等の伝達内容を作成したが、緊急
速報メール（エリアメール）については、文字数制限（200字）があるため、字
名などの詳しい掲載ができず、水位観測所がある場所を「流域」単位で表現して
いた。
エリアメールの内容に、今回被災した地域名が記載されておらず、危機感が伝
わってこなかった。

（福島県いわき市：台風第19号における災害対応検証について（最終報告書）、令和2年）

避難情報は、一方向のコミュニケーションではありません。
受け手側とのやりとりを踏まえて、双方向のコミュニケーション
ツールになるように備えておくべき！

→対策（案）
・エリアメールについては、地域名を加えた形で、文章形式から箇条書きにするなど、
わかりやすい表現に改善する。（実施済）



①山のような情報からのトリアージ
②鳴りやまない電話への対応
③デジタル化に伴う課題
④判断材料となる情報・基準の不足
⑤避難所開設と避難情報のタイミング
⑥想定外の機器損傷
⑦万能ではない防災行政無線
⑧身近な情報の必要性
⑨身近な声の必要性
⑩双方向コミュニケーションの避難情報

本日紹介した事例

災害対応検証報告書を引用させていただきました地方自治体の皆様に、
感謝申し上げます。
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防災情報の活用と各主体の役割

外力の観測・予測
（データ蓄積・リアルタイム

モニタリング等）

自然環境・社会環境
のデータ

（人口、建物、地形等）

防災情報の生産

自治体、管理者、
マスメディア

減災

防災情報の伝達

防災情報の受容

長・中・短期情報
リアルタイム情報

住民、ステーク
ホルダー

情報を活用して、命を守ることを最優先に判断し

誰一人取り残すことなく伝え

それぞれに最善を尽くしてもらう
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Step1: 各事例の左ペー
ジを見て、状況をイ
メージ

Step2:
自らの自治体での同様
の状況発生や必要な対
策を想定

Step3:
右ページを見て、過不
足等を検討

災害状況のイメージトレーニング

56

■集団研修

2021年豊田市役所にて

■個人研修



Evidence-based Planning

忍耐可能リスクレベル
Tolerable Risk Level

残存リスク
Residual Risk

リスク未然防止
Risk Prevention

リスク軽減
Risk Reduction

リスク転嫁
Risk Transfer

リスク保有
Risk Retention

水害に強いまちづくり
集団移転等

河川整備、雨水貯留
耐水性のある建物・設備等
避難、避難場所等整備
早期の普及支援、
家庭での備え,BCP等

保険・共済等

受容可能リスクレベル
Acceptable Risk Level

水害に強い地域づくりに向けて

57

流域全体のあらゆる関係者が協働して行う「流域治水」



御 礼

令和4年6月1日
人吉市長 松岡隼人

令和２年7月4日の発災当初から、全国各地の多くの皆様にお力
添えを頂き、現在も、変わらず御支援を頂いています。

また、個人、企業を問わず、多くのボランティアの方々をはじめ、関
係します皆様に御支援いただき、今日にいたっております。

被災自治体を支えて頂きました全ての皆様に、衷心より感謝を申
し上げますとともに、引き続き御支援賜りますようお願い致します。



災害の概要





●気象概要●

出典：『第1回 令和2年7月球磨川豪雨検証委員会説明資料』



●気象概要●

出典：『第1回 令和2年7月球磨川豪雨検証委員会説明資料』



出典：『第1回 令和2年7月球磨川豪雨検証委員会説明資料』

●観測雨量●
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●人吉各地点の時間・累積雨量（3日〜4日）●



●観測水位●

出典：『第1回 令和2年7月球磨川豪雨検証委員会説明資料』

6.9~7.6



計画高水位 4.07

氾濫危険水位 3.40

避難判断水位 3.20

氾濫注意水位 3.00

水防団待機水位 2.00

樋門操作員待機 1.80

水道局職員対応 1.40

●球磨川の水位に応じた災害対応基準●

計画高水位 4.07

氾濫危険水位 3.20

避難判断水位 3.00

氾濫注意水位 2.00

水防団待機水位 1.50

樋門操作員待機 1.80

水道局職員対応 1.40



●球磨川流域における浸水範囲●



出典：『第1回 令和2年7月球磨川豪雨検証委員会説明資料』

2 １



●人吉市街部の浸水範囲●

出典：『第1回 令和2年7月球磨川豪雨検証委員会説明資料』













国土交通省九州地方整備局提供



国土交通省九州地方整備局提供



国土交通省九州地方整備局提供



中心商店街 紺屋町（同地点）





●球磨川流域における被害状況●

出典：『第1回 令和2年7月球磨川豪雨検証委員会説明資料』



●被害状況●
【人的被害】 R4,3,29 【負傷者数】

▼死者数 21名 重傷 7名
うち災害関連死 1名 軽傷 10名

▼心肺停止 0名 ※消防庁災害報告取扱要領
▼行方不明者数 0名
安否不明者 0名

【住家被害】
全壊 902棟 1,088世帯 2,334人
半壊 1,452棟 1,902世帯 3,798人
うち※大規模半壊 686棟 858世帯 1,710人

※半壊 766棟 1,044世帯 2,088人
床上浸水 267棟 世帯 人
一部破損 307棟 406世帯 865人
床下浸水 150棟 世帯 人

3,078棟
【罹災世帯数】

2,990世帯 6,132人
【非住家被害】

1,675棟 4棟（公共施設）



●災害が奪ったもの●

人命

もの 家、車、洋服、布団、電化製品、食器、趣味の道具、本、制服、教科書

仕事 仕事道具、農地、生産のための設備、お金、職場、従業員

生きた証 へその緒、アルバム、写真、DVD

交流 賑わい、見慣れた風景、地域コミニティ、お隣さん、スポーツの機会、デイサロン、公共交通

心 優しさ、思いやり、モラル、やる気、いきがい、秩序、正気、信頼関係、モチベーション、健康

時間

平和

人生の一部

人の心の乱れ 生きる意欲

二度とこのような大災害を繰り返してはならない



本市の対応



●気象情報と避難情報発令（7月3日）●

時刻 気象情報 避難情報 情報伝達方法 市の動き 球磨川水害タイムライン
【水害】 【土砂災害】

11:28大雨注意報 ステージ１（準備） ステージ１（準備）
16:00 タイムライン会議
16:50洪水注意報
17:30 第1回災害対策本部会議
21:39大雨警報（土砂災害） 災害対策本部設置 ステージ２（警戒）
21:50土砂災害警戒情報 ステージ４（避難）
22:52洪水警報 ステージ２（警戒）

23:00 LV４避難勧告
（東間・大畑校区）

防災行政無線放送、デタポン
携帯電話エリアメール、HP、SNS
難聴者メール・FAX
消防団積載車による広報

避難所開設（3か所）

23:25 福祉避難所開設依頼（FAX)



●気象情報と避難情報発令（7月4日）●
時刻 気象情報 避難情報 情報伝達方法 市の動き 球磨川水害タイムライン【水

害】
1:34大雨警報（浸水害） 防災行政無線放送(東間校区）

3:10LV3氾濫警戒情報 ステージ３（早期避難）
3.20m観測（国交省）3:30

4:00 避難勧告
（市内全域）

防災行政無線放送、デタポン
携帯電話エリアメール、HP、SNS
難聴者メール・FAX
消防団積載車による広報

避難所開設（5か所追加） ステージ４（避難）
3.40m観測（国交省）4:00

4:20LV4氾濫危険情報
4:50大雨特別警報 Jアラート

5:15 避難指示（緊急）
市内全域

防災行政無線放送、デタポン
携帯電話エリアメール、HP、SNS
難聴者メール・FAX
消防団積載車による広報
命を守る行動無線放送（市長）

避難所閉鎖（2か所）
避難所開設（9か所追加）

5:55LV5氾濫発生情報（球磨村） ステージ５（避難完了）
4.07m超過（国交省）5:50

6:20 自衛隊へ派遣要請
6:55宝来町（一番館付近）越水 ステージ６（応急対応）

7:42 緊急消防援助隊へ派遣要請

7:50LV5氾濫発生情報（上青井町）他
8:45記録的短時間大雨情報
8:55市房ダム緊急放流実施との情報 避難呼びかけ 命を守る行動無線放送（市長）
9:30市房ダム緊急放流見合わせ

9:38 ラフティング協会ボート２艇

11:58大雨特別警報解除 大雨警報発令



教訓



●前提を見直すべきでは●

線状降水帯が形成され、観測史上最多雨量
（1669、1712年青井阿蘇神社楼門まで）

昭和40年洪水を上回る、観測史上最高水位

死者20名、市内の5分の1以上の世帯が浸水
するという甚大な被害

6月末〜7月初めの夜

「予報では、最大でも200mmて言いよっ
たとに」

「あっというまに水嵩が上がった」

「自分の家が浸かると、人吉中が浸かる」

「昭和40年洪水がとても酷かったので、そ
れ以上はないだろう」

まさか＝昭和40年洪水という呪縛 ➡ 脱却

あれよりひどい水害はないだろう ＜経験＞
あれよりひどい水害はあってほしくない ＜願い＞

人吉市の意識と判断基準はここに設定されていた

なぜ、逃げなかったのか？



●心構え●

意識を変える 災害は、必ず発生する（予測できない）

令和2年月豪雨
令和2年7月4日〜

広島市土砂災害
平成26年8月20日

令和元年8月の
前線に伴う大雨

令和元年8月28日〜

平成29年7月
九州北部豪雨

平成30年7月豪雨

平成29年7月5日〜

平成30年7月6日〜

平成28年9･11号台風

令和元年房総半島台風
（台風1５号）

令和元年９月8日〜

平成25年台風26号
平成25年10月15日〜

平成23年台風12号
平成23年9月2日〜

令和元年東日本台風
令和元年10月12日

平成29年8月21日

（台風19号）



★住まいの場所のリスクを認識する
★いつ、どこに避難するか各人が決める
★命を守る行動をとる

●備え●

迅速な避難準備 平時にしっかりと準備（覚悟）しておく

v

マイタイムライン 行政からの避難誘導

★総合防災マップ
★避難スイッチと避難所の設置
★命を守る行動をとる

自主防災組織 自助・共助に基づく「地域防災力」の強化

★地域防災官による、各町内会等での研修と実践
★組織体制の構築
★訓練の実施

v



消火器の使い方
消火訓練
火災予防

避難地、集合所、
避難（所）の安
全点検、避難訓
練の実施

出火防止対策
初期消火の活動
火災の警戒

避難の呼びかけ
避難人員の点検
安全な避難誘導

非常時持ち出し
品の啓発、炊き
出し用具の確保
と訓練

炊き出し、物資配分
の協力、避難所生活
の調整、生活相談や
心のケア

災害時要配慮者
の把握、対応の
検討

災害時要配慮者の
呼びかけ、人員点呼、
安全な避難誘導

平常時の役割 災害発生時の役割●組織図・役割分担の例●

町内会長

副会長

副会長

消火班

災害時要配慮者班

生活班

避難誘導班



★誰が何をするのか具体的に決める（段取り八分、仕事二分）
★受援計画が大事（助けを借りるための仕組みづくり、お願い力の強化）

●備え●

防災計画等策定 災害に合わせた現実的な計画を策定する

v



●避難行動要支援者及び個別避難計画●

市で定める要件に該当する在宅で一人では避難が困難な方

判断については、依頼対象者の生活状況等を把握している地域の民生委員児
童委員に主に行っていただいている。併せて、避難行動要支援者の登録手続き
もしていただき、登録の際に必ず関係機関等への情報提供などに関する同意を
得た上で、提出いただいている。（市福祉課窓口に本人又はご家族が登録に来
られるケースも有り。）

v

①後期高齢者（独居、高齢者世帯）のうち必要と判断したもの
②要介護者（要介護度３以上）のうち必要と判断したもの
③身体障がい者（身体障害者手帳１・２級の所持者（心臓、腎臓機能障害のみで

該当するものは除く）
④知的障がい者（療育手帳Ａの所持者）
⑤精神障がい者（精神保健福祉手帳１・２級の所持者）
⑥難病患者
⑦特定疾患医療重度認定患者
⑧その他市長が認める者



登録者数

●避難行動要支援者及び個別避難計画●

v

年月日 支援者数 浸水想定町内 土砂災害想定町内

R2,3,31 1103 558 131
R4,2,28 1009 429 127

名簿情報の提供についてv

年に１回民生委員児童委員に対象者や地域を確認いただき、名簿等を更新。
毎年、５〜６月に町内会長、民生委員児童委員、警察署、消防署、市社協、災害
対策本部へ情報を提供。



●令和2年7月豪雨災害時の活用状況●

死者21名 ＜関連死1名、65歳以上15名、避難行動要支援者3名＞

評価できる点

・日頃から、支援等関係者に「避難行動要支援者名簿（個別避難計画）」の提供と更新を
行っているので、地域での要支援者の把握が出来ていた。
・情報を共有している町内会長や民生委員児童委員が電話連絡や戸別訪問を行うことがで
きた。（すべての地区とは限らない。）しかし、今回、電話回線も不通となり、情報伝達が困
難なケースもあった。

活用状況
・災害対策本部と消防署、熊本県、警察署で情報共有し、安否確認等行った。
・避難所や在宅避難での生活支援時に保健師の巡回訪問に活用した。

課題、問題

v

・計画通りには避難することが出来なかったケースがあった。
・声かけをしたが、避難されなかったケースがあった。



★防災行政無線放送
★防災ラジオ放送
★デタポン
★携帯電話エリアメール
★インターネットを利用し、市HP、市SNS
★難聴者メール・FAX
★消防団積載車による広報
★ライティング防災アラートシステム
★防災ポータルサイト

●災害の危険性が高まったら●

情報発信 正しい情報を的確に迅速に伝える

v



◆人吉市「ライティング防災アラートシステム」構築事業

［事業者：㈱ＬＥＭ空間工房・㈱システムフォレストコンソーシアム］

R3年度 先行実施事業 ③ 防災分野 （実施中）

【事業概要】

本事業では、水の手橋の手すりと側面に、変色可能なＬＥＤ照明を設置し、新たに設置
する水位計と連動し、緊急時には照明の色彩の変化によって、視覚的に避難誘導を促す仕
組みづくりを予定しています。

また、平常時には、橋梁のＬＥＤ照明を観光照明として活用するとともに、防犯対策と
して活用することで、市民の皆さんの安全安心な生活につなげる事業と位置付けています。

【イメージ（左：平常時は電球色、右：緊急時は赤色）】※あくまでも一例です。

大橋の水位計
水の手橋の
目印表示



3. 機能のご提案
3-1. サイトイメージ ～サイト構成～

8

危険度を視覚的に把握できる地図中心のサイト構成

国・県・市が保有している情報を集約し、地図を中心に場の危険度を視覚的に把握できる構成
本サイトは各所に散在する防災情報を集約し、人吉市にいる方々にわかりやすく提供できることを第一としています。集約した情報は単
なるリンクではなく地図上に重ね合わせて表現したり、情報に興味を持ちやすい「見出し＋本文冒頭」という表現をとっています。

メニュー
画面上部に常時表示し、
選択することで対象の情
報表示部までスクロール
する

緊急情報
警報・注意報・避難指
示・防災ラジオ情報など、
まず知るべき緊急情報を
把握できる

災害マップ
現在地を中心に、ハザー
ドマップ、テレメータ、
カメラ、避難所、そして
防災サポーターからの投
稿情報など、重ね合わせ
て確認できる

お知らせ情報 (詳細)
防災無線・ラジオの放送
記録や市からのお知らせ、
人吉市公式HPの緊急・防
災情報のほか、公式
Twitter情報を掲載

各種リンク
気象庁、国交省、熊本県、
人吉市公式HPなど、各種
災害情報サイトへのリン
クを掲載

※PC、タブレット、スマホで
同情報が確認可能

ヘルプページ等
サイトマップ、ヘルプ
ページ、問い合わせ先や
免責事項などを記載

気象注意報・警報 避難指示
防災行政無線・防災ラジオ

ハザードマップ
河川監視カメラ
ダム

水位計

防災サポーターの提供情報
避難所・混雑情報

雨量計

防災・緊急情報 (市HP連動)
公式Twitter

人吉市からのお知らせ
防災行政無線・防災ラジオ

操作性平易性具体性



防災サポーターの
投稿情報の確認
アイコンクリックによ
り、防災サポーターが
投稿した写真とメッ
セージを確認可能です。

防災サポーターは専用
の情報投稿フォームか
ら簡単に市内の状況を
報告可能です。

3. 機能のご提案
3-1. サイトイメージ ～地図に表示する情報～

9

市民が必要とする情報の地図への集約 操作性平易性具体性

現在地を中心に地図を表示することで周囲の状況をすばやく確認
サイトアクセスした瞬間、地図の中心が現在地を示すため、周囲の確認すべき情報を素早く把握できます。地図は拡大・縮小、移動など
自由に操作でき、国交省、熊本県、人吉市、それぞれが持つ観測情報やハザードマップ、防災サポーターの投稿情報などを確認できます。

雨量計(人吉)

河川監視カメラ
(人吉)

現在位置

避難所
(第一中)

投稿写真

ダム(市房)

水位計(人吉)

観測情報の確認
観測所アイコンを選択することでそ
の観測所の詳細状況を表示します。

ハザードマップを
重ね合わせて表示

人吉市で保有するハザードマップ(総
合防災マップ)全7種を重ね合わせて
確認可能です。

避難所および
混雑情報の確認
アイコンクリックによ
り避難所の開設状況、
混雑状況等を確認可能
です。

雨量計 (国交省九州地方整備局)

河川監視カメラ(国交省九州地方整備局)

水位計 (国交省九州地方整備局)

市房ダム (熊本県防災情報システム)

避難所・
混雑情報

防災サポーター
投稿情報

雨量計(人吉)

河川監視カメラ
(人吉)

現在位置

避難所
(第一中)

投稿写真

ダム(市房)

水位計(人吉)

投稿



判断
基準

状況
把握

決断 行動

●命を守るために●





市町村の災害対応力の強化に向けて

全国防災・危機管理トップセミナー

令和４年６月１日（水）
総務省消防庁
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災害時の対応 平時からの備え
■ 災害対策本部の設置・運営
■ 避難指示等の発令
■ 情報の収集・分析
■ 救助・救急活動
■ 避難所の運営、生活環境の整備
■ 住まい確保

■ 業務継続計画（BCP）の策定
○ 庁舎の耐震化
○ 非常用電源の整備
○ 各業務実施体制の整備

■ 訓練の実施及び研修の受講

災害対応力の強化

市町村長には、災害時の災害応急対策を迅速かつ的確に行う責務があるため（災害対策基本法）、市
町村長は全庁的な災害対応体制を確立し、災害のフェーズに応じた的確な判断・指示を行う必要がある。
※災害応急対策とは、体制の確立、情報収集、警戒・避難の呼びかけ、救助・救急、消火活動、医療活動、避難所運営、物資供給、
被災者生活再建支援、災害廃棄物処理等を指す。

そのため、市町村長は平時から、業務継続計画の策定、庁舎の耐震化、非常用電源の確保に取組むとともに、
全庁的な防災訓練や研修を通じて、災害対応力の強化を図り、
災害時に備え万全を期す必要がある。

災害対応力の強化



災害発生時には業務量が急激に増加。
→非常時優先業務を適切かつ迅速に実施するため、業務継続計画の策定が不可欠。

災害発生時に必要となる対応



小規模な市町村においても容易に重要な
ポイントを整理できるよう、平成27年５月
に「市町村のための業務継続計画作成ガイ
ド」（内閣府防災担当）を策定し、研修会
等を通じて市町村を支援。

市町村の策定を支援
地方公共団体等の防災関係機関は，災害発生時の応急対策等の実施や優先度の高い通

常業務の継続のため，災害時に必要となる人員や資機材等を必要な場所に的確に投入
するための事前の準備体制と事後の対応力の強化を図る必要があることから，業務継
続計画の策定等により，業務継続性の確保を図るものとする。

業務継続性の確保の必要性＜防災基本計画（抄）＞

業務継続計画：優先的に実施すべき業務を特定し、業務の執行体制や対応手順、
継続に必要な資源の確保等をあらかじめ定める計画。

・都道府県では、H28.4時点で
全ての団体で策定済み。

・市町村では、策定済団体が前回
調査(令和２年６月時点)から､
49団体増加(97.2％）。

（1,693団体、前年比＋2.8％）

業務継続計画を策定していない市町村は、市町村のための業務継続計画作成ガイドを参考に、早期に業務継続
計画を策定すること。

業務継続計画を策定している団体は、職員の教育や訓練等により実効性を高めるとともに、内容の充実を図ること。

地方公共団体に対し、以下を周知

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R3．6

R2．6 94.4％（1,644） 5.6％
（97）

97.2％（1,693）
2.8％

（48）

2.0％
（34）

0.8％
（14）

４９団体増加

業務継続計画策定状況（市町村）の推移

策定済

令和３年度内
に策定予定

令和４年度以降
に策定予定

未策定

（ ）は団体数

地方公共団体における業務継続計画①

業務継続計画策定状況（市町村）の推移



○都道府県では、９割以上の団体が重要６要素のうち５要素以上を定めている。
○市町村では、５要素以上を定めている団体は６割程度。

重要６要素の策定済数の状況（令和３年６月１日現在）

「市町村のための業務継続計画作成ガイド」（平成27年５月内閣府（防災担当））において
示された業務継続計画に定めるべき特に重要な６要素
⑴ 首長不在時の明確な代行順位及び職員の参集体制 ⑷ 災害時にもつながりやすい多様な通信手段の確保
⑵ 本庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定 ⑸ 重要な行政データのバックアップ
⑶ 電気、水、食料等の確保（庁舎・職員用） ⑹ 非常時優先業務の整理

＜重要６要素とは＞

策定済
都道府県
47団体

６要素
41団体 87.2％

５要素
５団体 10.7％

３要素以下
１団体 2.1％

策定済
市町村

1,693団体

６要素
596団体 35.2％

５要素
529団体 31.3％

４要素
273団体 16.1％

３要素以下
295団体 17.4％

（前年比－１団体）

（前年比＋１団体）

（前年比＋50団体）

（前年比－29団体）

（前年比－30団体）

（前年比＋58団体）

具体的項目
策 定

市町村数
策定率

⑴首長不在時の明確な代行順位及び職
員の参集体制

1,655 97.8%

⑵本庁舎が使用できなくなった場合の代
替庁舎の特定

1,512 89.3%

⑶電気、水、食料等の確保 723 42.7%

⑷災害時にもつながりやすい多様な通
信手段の確保

1,361 80.4%

⑸重要な行政データのバックアップ 1,315 77.7%

⑹非常時優先業務の整理 1,483 87.6%

重要６要素ごとの策定市町村数

地方公共団体における業務継続計画②



地方公共団体における受援計画（応援職員受入れに関する規定）

•災害対策基本法の改正（平成２４年）により、都道府県地域防災計画又は市町村地域防災計画を定めるに当たり、

各防災機関が円滑に他の者の応援を受け、または応援することができるよう配慮することが規定された。

•これをふまえ、「地方公共団体のための災害時受援体制に関するガイドライン」（平成29年３月内閣府）及び「市町

村のための人的応援の受入れに関する受援計画作成の手引き」（令和２年４月内閣府）が策定され、地方公共団

体における受援計画の策定を促している。

（参考）災害対策基本法

（都道府県地域防災計画〉

第四十条第三項

都道府県防災会議は、都道府県地域防災計画を定めるに当たっては、災
害が発生した揚合において管轄指定地方行政機関等（※）が円滑に他の者
の応援を受け、又は他の者を応援することができるよう配慮するものとする。

（※管轄指定地方行政機関等…当該都道府県の区域の全部又は一部を管
轄する指定地方行政機関、当該都道府県、当該都道府県の区域内の市町
村、指定公共機関、指定地方公共機関及び当該都道 府県の区域内の公共
的団体その他防災上重要な施設の管理者）

（市町村地域防災計画）

第四十二条第四項

市町村防災会議は、市町村地域防災計画を定めるに当たっては、災害が
発生した揚合において当該市町村等が円滑に他の者の応援を受け、又は他
の者を応援することができるよう配慮するものとする。

＜地方公共団体における受援計画（応援職員受入れに関する規定）
の策定状況＞（令和３年６月１日現在）

都道府県

市町村

定めている
45団体 95.7％

定めている
1,029団体 59.1％

定めていない
712団体 40.9％

定めていない
2団体 4.3％

地方公共団体における受援計画（応援職員受入れに関する規定）



■ 施設区分別の耐震率

施 設 区 分 平成１４年３月末 令和２年10月１日

文教施設（校舎､体育館） （指定緊急避難場所等に指定） ４６.７ ％ ９９．２％

診療施設 （医療救護施設に位置づけ） ５７.５ ％ ９３．９％

社会福祉施設 ５１.４ ％ ９１．２％

庁舎 （災害応急対策の実施拠点） ４７.２ ％ ８８．２％

消防本部、消防署所 ５６.４ ％ ９３．９％

警察本部、警察署等 ５１.０ ％ ８８．１％

全体平均 （防災拠点となる公共施設等） ４８.９ ％ ９５．１％

「防災拠点となる公共施設等の耐震化推進状況調査」（消防庁）より

○ 災害応急対策の拠点、避難場所等となる公共施設等は、耐震化が必要であり、これまでも着実
に取り組んできた。

○ ただし、庁舎及び警察本部・警察署等の耐震化は、他の施設の耐震化の進捗に比べ、遅れて
いる状況。

■ 災害対策本部設置庁舎の耐震率（令和２年10月１日）

災害対策本部設置庁舎の耐震率 ８３.９ ％

災害対策本部庁舎又は代替庁舎で耐震化されている割合 ９８.６ ％

防災拠点となる公共施設等の耐震化推進状況（令和２年10月１日現在）



過去の大規模災害発生時には、災害応急対策の拠点となるべき公共施設等が、耐
震性の不足や、停電により使用不能となり、災害応急対策の支障となった例が発生。

災害時の業務継続性の観点から、指定避難所等とされている公共施設等のほか、
災害応急対策の拠点となる自治体庁舎、消防本部・消防署所について、下記の支援
措置を活用するなどして、耐震化や非常用電源の整備に早急に取り組むことが必要。

■ 緊急防災・減災事業債
【地方債の充当率等】

充当率100%    
交付税措置70%

【事業年度】
令和７年度まで

耐震改修

【建替に係る対象事業】
未耐震の自治体本庁舎、消防学校・消防本部等の建替えに併せて整備する
①災害対策本部の設置に係る施設（災害対策本部員室等）
②応援職員の受入れに係る施設（応援職員が執務を行うためのスペース）
③災害応急対策に係る施設（一時待避所、物資集積所等）

【耐震化に係る対象事業】 ※耐震診断に係る経費については特別交付税措置あり（措置率０．７）

・指定避難所とされている公共施設等の耐震化
・災害時に災害対策の拠点となる公共施設等の耐震化
・社会福祉事業の用に供する公共施設の耐震化 など
※ 消防署所等については、早急に耐震化を行う必要があり全部改築することがやむを得ないと認められるものも対象

【非常用電源の整備】
・非常用電源の整備（自家発電設備、変電設備、災害対応型LPガスバルク供給システム等）
・既存の非常用電源に対する浸水・地震対策（上層階への移設、防護板の設置等）
・既存の非常用電源の機能強化（非常用電源の出力向上、稼働時間延長のための燃料タンクの増設等）

防災拠点となる公共施設等の耐震化等の支援



○ 災害時に災害対策の拠点となる公用施設における
①災害対策本部の設置、②応援職員の受入れに係る施設、③災害応急対策に係る施設の整備
地域防災計画等に位置付けられる災害対策本部員室、災害対策本部事務局室（オペレーションルーム）（危機管理担当執務室を含む。）、
応援職員のための執務室、一時待避所、物資集積所等

地方財政措置（地方債（充当率・交付税措置））
○【応援職員の受入れ施設等】緊急防災･減災事業債（令和７年度までの時限措置）

充当率 100％

（交付税算入率 70％）

【事業イメージ】

災害対策本部室 一時待避所 物資集積所

＜①災害対策本部の設置＞ ＜②応援職員の受入れに係る施設> ＜③災害応急対策に係る施設＞

応援職員のための執務室

※対象事業、留意事項についての詳細は、地方債同意等基準運用要綱・質疑応答集も参照ください

・ 一部改築又は増築による整備のほか、耐震化が未実施の施設の建替事業（※）であって、個別施設計画に当該施設の建替えを位置付けるものについて対象となります。
※ 原則として、昭和56年５月31日以前に建築確認を受けて建設され、耐震化が未実施の施設。ただし、耐震化を実施済み等これに該当しない消防本部において、消防署所等と同じ建物となっており、当該消防署所等の洪水浸水想定区域等からの移

転建替えにより、併せて移転する場合はこの限りではありません。

・ 地域防災計画等への位置付けについて、災害発生時の初動体制が確保できるよう、それぞれの施設の設置場所（面積が特定できるよう具体的な位置を記載することが必要）、具体
的な利用手続き、災害の程度に応じた応急対策に関する内容が求められます。

・ 特に、応援職員の受入れに係る施設を整備する場合については、受援体制（国、地方団体、民間企業、ボランティア団体等からの応援を迅速・適確に受入れて情報共有や調整を行
うための体制）の構築のための「受援計画」を策定することが必要です。

留意事項

災害対策本部の設置、応援職員の受入れ、災害応急対策に係る施設
対象事業



非常用電源とその燃料
を確保することが重要

○「防災基本計画」（抜粋）（令和３年５月中央防災会議）
第２編 第１章 第６節 ２（7）公的機関等の業務継続性の確保

地方公共団体は、災害時に災害応急対策活動や復旧・復興活動の主体として重要な役
割を担うこととなることから、業務継続計画の策定等に当たっては、…電気・水・食料
等の確保…について定めておくものとする。
○「大規模災害発生時における地方公共団体の業務継続の手引き」(抜粋）

（平成28年2月内閣府（防災担当））
１章 はじめに［業務継続計画に特に重要な６要素］
（３）電気、水、食料等の確保

停電等に備え、非常用発電機とその燃料を確保する。

○「大規模災害発生時における地方公共団体の業務継続の手引き」(抜粋）
（平成28年2月内閣府（防災担当））

・非常用発電機の購入、燃料の備蓄等による非常用の電力の確保
※人命救助の観点から重要な「72時間」は、外部からの供給なしで非常
用電源を稼働可能とする措置が望ましい。
※停電の長期化に備え、1週間程度は災害対応に支障がでないよう準備す
ることが望ましい。その際、軽油、重油等の燃料の備蓄等は、消防法、
建築基準法等により制限される場合もあるため、あらかじめ燃料販売事
業者等との優先供給に関する協定の締結等も検討する。

72時間は、外部からの
供給なしで非常用電源
を稼働可能とすること
が重要

整備の必要性

非常用電源の稼働時間の確保

非常用電源の整備



○ 災害対策本部設置庁舎における非常用電源の整備率は95.1％と進んでいるが、
非常用電源整備済市町村のうち72時間以上の燃料等を確保する市町村は55.1％に
とどまる。
人命救助の観点から重要な「72時間」は、外部からの供給なしで非常用電源を
稼働可能とすることが望ましいことから、あらかじめ燃料等の備蓄に努めること。

○非常用電源の整備状況 ○72時間以上の燃料等確保状況

非常用電源の整備状況等（令和３年６月１日現在）

非常用電源の整備



市町村長が災害の警戒段階から発災直後に至る重要な局面で、的確かつ迅速な判断・指示を行えるよう、災害対応力の強化
を図ることを目的に全国の市町村長を対象に実施(平成30年から実施)。

日程：第１期 令和４年５月26日（木）、27日（金）
第２期 令和４年６月16日（木）、17日（金）
第３期 令和４年７月 ７日（木）、 ８日（金）

場所：各市役所・町村役場等 ※各期間中に３回（各回半日間）

内容：研修指導員との「１対１」方式による、状況判断、指示シミュ
レーション
1 市町村の防災体制の確立 ／ 2  避難情報の発令判断
3  大規模災害発生時の対応 ／ 4  避難所の設置・運営
5  マスコミ対応

【対象：市町村長】

令和４年度事業 オンライン研修（個別面談方式）

市町村長の受講の様子（オンライン研修）

オンライン研修概要図

防災課市町村長の災害対応力強化のための研修

【受講者の感想】
〇「避難指示については発令経験が乏しかったため、参考になった」
「今後に役立つ心構えや実際の対応を学ぶことができた研修となった」
「質問に対し、研修指導員から的確な助言、指摘をいただけたことで、
より理解を深めることができた」など

〇 オンライン研修への印象をアンケートした結果、 95％の市町村長が
「大変良かった」、「まあまあ良かった」のいずれかで回答。
「移動にかかる時間の拘束がなく助かった」、「Web での情報共有、
発信や指示を出す等の経験ができて良かったと思う」、「研修を受ける首長の
様子を防災担当職員が間近で見ることができた」など
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昭和30年に200万人を割り込む

平成２年に100万人を割り込む

２ 入団者数及び退団者数の推移

４ 年齢階層別消防団員数の推移

１ 消防団員数の推移

 消防団員数は、年々減少が続き、直近では３年連続で１万人以上減少する危機的な状況
 退団者数は概ね横ばいなのに対し、特に若年層の新規入団者数が減少傾向にあることが、団員数減少の原因
 消防団員確保のためには若年層に対する働きかけが重要

消防団員数
（万人）

３ 年齢階層別入団者数の推移
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（対前年比
▲13,601）
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「消防団員の報酬等の基準の策定等について」のポイント
（令和３年４月１３日付消防庁長官通知）

○ 団員個人に対し直接支給すべき経費（報酬等）と、団・分団の運営に必要な経費（維持管理費等）は適切に区別し、各市町村に

おいて適切に予算措置すべきであること。

○ ①の基準は令和４年４月１日から適用するため、それまでに、各市町村において消防団と協議のうえ、十分な検討を行い、必要

な条例改正及び予算措置を実施すること。

○ ①の基準を定めることとあわせ、条例(例)を改正するので、各市町村の条例改正にあたり参考にされたいこと。

○ 出動報酬の創設等に伴う課税関係については、国税庁と協議の上、消防庁から通知。

○ 地方財政措置については、令和４年度から、①の基準等を踏まえて見直しを実施。

○ 「消防団員の処遇等に関する検討会」中間報告を踏まえ、消防団員の処遇改善を推進するため発出するもの

【基準の内容】

年額報酬と出動報酬の２種類とする。ただし、地域の実情に応じ、このほかの報酬を定めることを妨げない。

○年額報酬の額は、「団員」階級の者については36,500円を標準額とする。
「団員」より上位の階級にある者等については、業務の負荷や職責等を勘案して、標準額と均衡のとれた額とする。

○出動報酬の額は、災害（水火災・地震等）に関する出動については１日あたり8,000円を標準額とする。
災害以外の出動については、出動の態様や業務の負荷、活動時間等を勘案して、標準額と均衡のとれた額とする。

上記に掲げる報酬のほか、団員の出動に係る費用弁償については、交通費として支払うものを別途措置する。

報酬・費用弁償とも、団員個人に対し、活動記録等に基づいて市町村から直接支給する。

① 「非常勤消防団員の報酬等の基準」の制定

② その他（適切な予算措置、留意事項等）

１．報酬の種類

２．報酬の額

３．費用弁償

４．支給方法

※以下の基準を踏まえ、市町村が条例で定める。



（R4.4.1時点）

36,500円以上
団体数

割合
8,000円以上

団体数
割合

対応
団体数

割合
対応

団体数
割合

36,500円以上
団体数

割合
8,000円以上

団体数
割合

対応
団体数

割合
対応

団体数
割合

北海道 179 164 91.6% 179 100.0% 173 96.6% 173 96.6% 滋賀県 19 12 63.2% 12 63.2% 18 94.7% 18 94.7%

青森県 40 23 57.5% 28 70.0% 17 42.5% 18 45.0% 京都府 26 22 84.6% 20 76.9% 16 61.5% 17 65.4%

岩手県 33 15 45.5% 15 45.5% 16 48.5% 18 54.5% 大阪府 43 37 86.0% 35 81.4% 35 81.4% 35 81.4%

宮城県 35 32 91.4% 34 97.1% 35 100.0% 35 100.0% 兵庫県 41 11 26.8% 12 29.3% 34 82.9% 28 68.3%

秋田県 25 7 28.0% 11 44.0% 16 64.0% 15 60.0% 奈良県 39 25 64.1% 8 20.5% 23 59.0% 18 46.2%

山形県 35 13 37.1% 11 31.4% 28 80.0% 25 71.4% 和歌山県 30 19 63.3% 25 83.3% 23 76.7% 21 70.0%

福島県 59 42 71.2% 42 71.2% 39 66.1% 38 64.4% 鳥取県 19 16 84.2% 12 63.2% 9 47.4% 8 42.1%

茨城県 44 18 40.9% 19 43.2% 27 61.4% 22 50.0% 島根県 19 7 36.8% 7 36.8% 8 42.1% 7 36.8%

栃木県 25 25 100.0% 18 72.0% 20 80.0% 19 76.0% 岡山県 27 8 29.6% 6 22.2% 13 48.1% 10 37.0%

群馬県 35 26 74.3% 11 31.4% 21 60.0% 15 42.9% 広島県 23 12 52.2% 15 65.2% 17 73.9% 17 73.9%

埼玉県 63 63 100.0% 35 55.6% 60 95.2% 57 90.5% 山口県 19 13 68.4% 13 68.4% 10 52.6% 10 52.6%

千葉県 54 26 48.1% 31 57.4% 37 68.5% 33 61.1% 徳島県 24 3 12.5% 4 16.7% 2 8.3% 2 8.3%

東京都 40 36 90.0% 15 37.5% 36 90.0% 34 85.0% 香川県 17 16 94.1% 16 94.1% 12 70.6% 12 70.6%

神奈川県 33 31 93.9% 29 87.9% 33 100.0% 32 97.0% 愛媛県 20 20 100.0% 20 100.0% 20 100.0% 20 100.0%

新潟県 30 15 50.0% 17 56.7% 20 66.7% 18 60.0% 高知県 34 28 82.4% 23 67.6% 20 58.8% 20 58.8%

富山県 15 15 100.0% 15 100.0% 15 100.0% 15 100.0% 福岡県 60 43 71.7% 37 61.7% 37 61.7% 36 60.0%

石川県 19 19 100.0% 19 100.0% 17 89.5% 18 94.7% 佐賀県 20 2 10.0% 2 10.0% 6 30.0% 5 25.0%

福井県 18 1 5.6% 3 16.7% 18 100.0% 18 100.0% 長崎県 21 21 100.0% 20 95.2% 13 61.9% 15 71.4%

山梨県 27 1 3.7% 1 3.7% 17 63.0% 14 51.9% 熊本県 45 38 84.4% 37 82.2% 23 51.1% 27 60.0%

長野県 77 38 49.4% 40 51.9% 44 57.1% 41 53.2% 大分県 18 5 27.8% 6 33.3% 15 83.3% 14 77.8%

岐阜県 42 37 88.1% 41 97.6% 42 100.0% 42 100.0% 宮崎県 26 22 84.6% 20 76.9% 11 42.3% 13 50.0%

静岡県 35 28 80.0% 25 71.4% 32 91.4% 28 80.0% 鹿児島県 43 43 100.0% 41 95.3% 38 88.4% 39 90.7%

愛知県 54 43 79.6% 35 64.8% 46 85.2% 47 87.0% 沖縄県 41 26 63.4% 24 58.5% 41 100.0% 41 100.0%

三重県 29 21 72.4% 24 82.8% 21 72.4% 21 72.4% (参考)全国計 1,720 1,188 69.1% 1,113 64.7% 1,274 74.1% 1,229 71.5%

年額報酬 出動報酬 年額報酬 出動報酬
都道府県 団体数

年額報酬 出動報酬
直接支給

都道府県 団体数
年額報酬 出動報酬

直接支給

消防団員の処遇改善に係る対応状況（令和４年４月２８日公表）



○ 社会環境の変化に対応した消防団運営等の普及・促進に向け、様々な分野の事業を支援し、地方公共
団体の創意工夫に満ちた取組を促す。

○ 各取組をモデル事業として、全国へ横展開を図る。

＜モデル事業の例＞
消防団の力向上モデル事業

○ 企業・大学等と連携した消防団加入促進

○ 子供連れでも活動できる消防団の環境づくり

○ 災害現場で役立つ訓練の普及

消防団員による授業

山火事
想定訓練

プロスポーツ
チームと
連携した
加入促進

大学祭での
加入促進

子連れ
巡回活動

子供連れでの
広報活動

○ 防災教育の実施

資機材見学

放水体験 心肺蘇生法講習

資機材
取扱訓練

全額国費（上限200万円/１事業）

【令和４年度新規事業】消防団の力向上モデル事業の概要
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